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◆ 第47回（平成19年度）定時総会報告
◆ 計測展2007 TOKYO 

・出展者説明会並びに小間割抽選会のご案内
・基調講演、専門カンファレンス、チュートリアルプログラム

◆ 欧州環境規制レポート（第8回）
◆ 輸出入統計特集2006年（暦年）における国別・地域別輸出入動向
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●広告掲載会社 

  リオン株式会社…………………………………………………………表２ 

  株式会社コスモス・コーポレイション………………………………表３ 

  財団法人 電気安全環境研究所（ＪＥＴ）…………………………表４ 

 

 

●今号の表紙 

そう、日本の詩（うた）遊びの意味の花鳥風月という文字は

風流なのに、なんだか極楽鳥というオリエンタルな響きとイ

メージも感じられ、不思議な感覚です。 

夏なので、南国のイメージになりました。 

（表紙デザイン：福田 奈央子）

 

●JEMIMA Ｗｅｂサイトhttp://www.jemima.or.jp 

計測展・セミナー・新刊などの情報を掲載しています。 

 

●ＪＥＭＩＭＡメールマガジン（JEMIMA会員限定） 

JEMIMA会員（正会員、賛助会員）各位を対象に毎週水曜日に 

配信しています。メルマガを希望される会員の方はメールの件 

名を「メルマガ配信希望」と標記して「お名前、勤務先」を明 

記のうえ、kimura@jemima.or.jp 宛てお申し込みください。 
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●次号発行予定 200７年10月31日 

●会報送付の変更・停止 

kimura@jemima.or.jpまでご連絡お願いします。 

●禁無断転載 
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第４７回定時総会開催される 

内田 勲 新会長（横河電機株式会社 代表取締役会長）・新役員体制決定 

社団法人日本電気計測器工業会は５月16日午後４時からクラブ関東（東京都千代田丸の内１丁目３番１

号）において第47回（平成19年度）定時総会を正会員63名（委任状含む）が出席し開催いたしました。 

石川洋一専務理事より、各議案（第一号議案 会員代表者変更等に伴う理事選任の承認について、第二号議

案 平成18年度事業報告及び決算報告の承認について、第三号議案 平成19年度入会金及び会費算定基準

(案)の審議、決定について、第四号議案 平成19年度事業計画(案)及び収支予算(案)の審議、決定について、

第五号議案 役員の改選及び選任について）について、詳細な説明があり、満場一致で承認し可決されました。 

また、内田勲新会長（横河電機株式会社 代表取締役会長）を、はじめとする新しい役員体制を決定し、５

時に無事終了しました。 

 

会 長 内田  勲 （横河電機株式会社 代表取締役会長） 

副会長 佐藤 良晴 （株式会社山武 代表取締役会長） 

副会長 竹下 晋平 （株式会社アドバンテスト 取締役会長） 

副会長（関西支部長） 矢嶋 英敏 （株式会社島津製作所 代表取締役会長） 

専務理事 石川 洋一 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総会に引続き、同所にて、春季経営者懇談会が行われ、内田勲新会長の懇談会開催挨拶、来賓の西川泰蔵審

議官（経済産業省商務情報政策局）よりご挨拶をいただき、佐藤良晴副会長の音頭で乾杯、パーティに入り、

６時30分ごろ散会となりました。 

総 会 特 集 総 会 特 集 



 

 

JEMIMA 会報.Vol.44 No.3/2007 

－3－ 

この度、新会長に選任されました横河電機の内田

です。 

この会場へ来るといつも思うことが二つあります。

一つ目は江戸城を造った人というのは、将来のこと

を良く見据えていたなという事です。日本のまん中

に、なおかつこれだけ大きいものを造ったというこ

とは、すごいことだと感じ入ります。 

それともう一つはお城の石垣の作りです。良く見

ると大きさや形が違う石を、うまく組み合わせて壊

れないように造っているということです。 

今まで何度か修復をしてきてはいると思いますが、

基本的な枠組みは全く変わっていません。 

既に370年程度は経っていますが、これからもこ

れまで以上はもつのではないでしょうか。 

この二つは先見の明と技術の裏づけをもった仕事

の代表例だと思います。 

 

さてJEMIMA会員会社は多様な分野の計測・制御

機器を研究開発、製造、販売している会社が集まっ

た工業会です。この計測・制御機器は、社会の産業

のマザーツールとも呼ばれています。 

マザーツールは社会の産業の基盤を支えています。

実際にあらゆる産業の工場から生産される製品を生

み出す基盤の役割を担っています。 

そういう意味から言うと、もっともっとJEMIMA

はその会員各社と一緒に元気にならなくてはいけな

いと心底から思います。 

元気になるということは、会員会社の仕事を増や

すか、効率を上げて利益を増やすということです。

会員各社さんはそれぞれ業績向上に向けて一所懸命

やっていると思いますが、JEMIMAは何をしたら良

いのかを真剣に考えることが重要です。 

 

ところで、皆さんはチーム（TEAM）という言

葉を知っていると思います。 

Together Everyone Achieves More. Together

は頭文字がTで、EveryoneはE、AchievesはA、

MoreはMです。頭文字を合わせるとTEAMになり

ます。 

語呂合わせですが、的を射ていると思いませんか。 

 

“一社一社では出来ないことを皆が集まって、頭

をうまく働かして、お互いに協力して成果を出しま

しょう。”というのが工業会です。 

そのために皆さんは会費を出しているのだと理解

しています。 

会員各社の得るものが、出している会費より多い

というのが工業会の存在価値です。 

そういう意味で、JEMIMAの存在価値、いわば付

加価値を上げるために何をやったら良いのか、私も

考えますが、皆さんも知恵を出して下さい。 

工業会の良い所の一つとして、これだけの関係者

が集まっていただける事が上げられます。JEMIMA

だから経済産業省の西川審議官から生のお話を拝聴

できるということです。 

こういう事も含めて、是非、JEMIMAを活性化し

ていきたいと思いますので、皆様のご協力をよろし

くお願い致します。 

 

本日はお忙しい中を、経済産業省から西川審議官

を始め幹部の方々に来て頂きまして、本当に有難う

ございました。心よりお礼申し上げます。 

 

 

 

新会長挨拶 

社団法人 日本電気計測器工業会

会 長 内田 勲
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５月16日の第47回定時総会でご承認いただきまし

た平成19年度事業計画のポイントをご紹介し、併せ

て前年度（平成18年度）事業の概要を報告いたしま

す。 

 

当業界における電気計測器生産額は、経済産業省生

産動態統計によると、平成18年度は工業用計測制御

機器6.0％増、環境計測器で6.9％増、指示計器22.6％

増となったものの、電気測定器2.4％減、電力量計

1.9％減、放射線測定器3.4％減となり、電気計測器全

体では横這いの6,265億円となりました。 

昨年末に需要予測委員会において取りまとめ発表し

た「電気計測器の中期予測」によると、平成18年度

は前年度比横這いの見込みだが、平成19年度は前年

度に引き続き高水準で推移する国内設備投資と円安基

調に支えられ安定的な成長が続くことにより、電気計

測器の売上高は8638億円、対前年度比4.2％増と予測

しています。また、この金額には含まれない“海外拠

点で生産し海外に販売した売上”の比率も年々上昇し

ており、会員各社の一層の伸張が期待されるところで

す。 

 

このような中で、平成18年度事業として、環境グ

リーン委員会の中国版RoHS対応のための調査、会員

企業のみならず会員外からの多くの聴講者を集めた輸

出管理委員会及び法規制・規格委員会のセミナの実施、

PLIB に つ い て の Ｉ Ｓ （ 国 際 標 準 ） 化 と Ｒ Ａ

（Registration Authority：国際登録機構）に関する

契約の締結及びビジネスへの活用に向けた取り組みの

検討、IEC/TC65プレナリー会議国内開催の準備等の

委員会事業のほか、計測展 2006 OSAKAの開催、各

種の受託事業も順調に実施しました。また新計測会館

建設（日本橋蛎殻町）に伴い仮事務所（芝大門）への

移転を行いました。 

 

平成19年度においては、平成2０年に迎える当工業

会の60周年と会館新築を機に中期ビジョン策定等の

記念事業の準備を行います。また、ＩＳＯ／ＩＥＣと

の連携強化、新しいビジネスの展開、環境・安全及び

セキュリティ、電気計測器業界のプレゼンス向上等を

引き続き事業の中心に据え、事業実施にあたっては平

成18年度初頭に行った「会員満足度調査」の分析結

果を活かすこととし会員企業のニーズの反映とミッシ

ョンの明確化、活動成果の会員会社への速やかな展開

に重点を置き、会員企業の新しいビジネスの展開と経

営基盤の安定に貢献することを目指した活動をして行

きます。 

 

以下に平成19年度の委員会等事業のうち主要なも

のを掲げます。 

 

【平成19年度事業のポイント】 

１．ＪＥＭＩＭＡ60周年準備事業 

（１）新計測会館建設事業 

平成20年春完成予定の新計測会館が、今後の

JEMIMA発展の新たな礎となるべく建設事業を推

進する。 

 

（２）JEMIMAの中期ビジョン策定 

JEMIMA60 周 年 を 契 機 に 将 来 に 向 け た

JEMIMAの方向性を、「JEMIMA中期ビジョン」

として策定する。 

 

 

社団法人 日本電気計測器工業会

専務理事 石 川 洋 一

平成19年度事業のポイントと 

前年度事業の概要 



 

 

JEMIMA 会報.Vol.44 No.3/2007 

－5－ 

（３）JEMIMA HP、ロゴ等の刷新 

新計測会館開設と同時に、HPをリニューアル

す る と と も に 、 ロ ゴ 等 も 刷 新 し 、「 新 た な

JEMIMAのスタート」をアピールする。 

 

２．ＩＳＯ/ＩＥＣとの連携強化 

（１）IEC/TC65プレナリー会議の準備 

平成20年に日本開催が予定されているＩＥＣ/

ＴＣ65プレナリー会議の準備活動を行い、国際

標準化に貢献するとともに、JEMIMAのプレゼン

ス向上を目指す。 

 

（２）国際規格共同開発調査研究事業 

国からの委託を得て以下の二つの技術分野にお

いて、国際標準にわが国業界意見を反映させるこ

とを計画している。 

１）オートメーション用ネットワークとして必

要なリアルタイム性に加え高可用性をイーサ

ネット上で実現する冗長化通信方式を提案中

であり、このための調査と開発を行う。 

２）産業オートメーション分野における、セン

サやアクチュエータとコントローラなどを配

線なしで接続するためのフィールド無線ネッ

トワークの通信方式を標準化することの調査

と研究を行う。 

 

（３）国から受けた委託及び補助事業成果の国際規

格化調査の実施 

平成18年度までに完了した委託及び補助事業

について国際規格化を図る等のフォローアップを

行う。 

 

（４）PLIB辞書の開発と拡充 

環境計測機器、ラボ用計測機器に関しては、平

成18年度に開始したRAを本格的に運用して行く。

工業計器については、IECとの協業を含め国際的

に通用するPLIB辞書の開発を目指す。 

 

（５）重要なＪＩＳについての国際規格整合化 

電力量計、電気測定器、放射線応用計測機器等

において、ＪＩＳとＩＥＣ規格との整合化を図る

または図るための調査を行う。 

 

 

３．新しいビジネスの展開に資する事業 

（１）校正事業推進事業 

会員企業の発展と校正サービス事業のビジネス

展開のために、（独）産業技術総合研究所及び

（独）製品評価技術基盤機構の協力を得て、ＪＣ

ＳＳ（計量法校正事業者登録制度）の諸問題の解

決、制度の普及、需要の喚起を図ると共に、業界

意見を行政へ伝える。新たに営業担当者向けのＪ

ＣＳＳ普及セミナーを行う。 

 

（２）PLIBのビジネス活用への検討 

国内外の関連団体（含むNAMUR等）、業界等

との連携を含め、PLIBの実用化を目指した活動

を行う。また、XML-EDI等を用いたユーザへの

情報提供のビジネスモデル構築に向けた業務フロ

ー及び実現への作業手順を検討する。 

 

（３）ＭandＣポータル事業 

Ｍ ａ ｎ ｄ Ｃ ポ ー タ ル の 魅 力 ア ッ プ の た め

MandCポータルのトップページをリニューアル

するとともに、製品技術解説の充実を図る。また、

引き続きサイトアクセス状況を参加企業にフィー

ドバックする。 

 

４．環境関連事業 

（１）環境・グリーン事業 

平 成 19 年 度 は 中 国 版 RoHS を 中 心 に 、

WEEE/RoHSはじめ REACH規則など、世界の

環境関連規制とその制定状況を継続調査し、

JEMIMAとしての対応指針を明確にすることで会

員 各 社 の 対 応 に 資 す る 。 併 せ て 関 連 機 関 に

JEMIMAの意見を提案し、規制・規格の制定に反

映させる。 

 

（２）資材調達関連 

中国からの部品調達とその際の中国サイドのグ

リーン調達への対応度の調査を中心に活動を行う。

部品融通・価格動向情報共有のための資材担当者

ネットワークを引き続き運用する他、新たにEDI

に関するセミナー等を行いスキルアップにも努め

る。 

 

５．安全及びセキュリティに関する事業 

（１）機能安全調査研究 
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「機能安全」に関して、業界内のみならず、対

ユーザも含めた形での広報活動を幅広く実施して

行く。 

 

（２）生産・制御システムのセキュリティ調査・研

究 

近年、生産・制御システムにおいてもオープン

化が進んでおり、セキュリティに対する取り組み

もグローバルレベルで活発化している。この背景

を踏まえ、製造業分野でのセキュリティに対する

今後の影響、取り組みなどを調査・研究し、会員

各社にセキュリティに関する有益な情報な情報を

提供する。 

 

６．法規制・規格等への対応に関する事業 

（１）法規制・規格対応事業 

国内外の電気計測器及び関連製品に係わる各種

法律及び関連規格の制定・改廃に関する情報を収

集し、会員企業及び関連企業に提供する。世界各

国の法規制データベースを構築し、会員企業が容

易に検索アクセスができるサービスを提供する。

また、新EC指令（LVD、EMC）の検討と情報の

共有化・ガイドライン制定の作業を進める。 

 

（２）輸出管理に関する事業 

輸出管理委員会では輸出関連法規などの普及と

遵守の徹底を図るため、平成17年度に発行した

「輸出管理マニュアル」の配布・普及を継続する

とともに、会議、セミナ等を通して輸出管理に関

する最新情報を普及し、会員各社の輸出管理の厳

正化に資する。 

 

７．電気計測器業界のプレゼンス向上に資する事業 

（１）広報事業 

平成18年度に行った「JEMIMA会員満足度調

査」の結果に基づき、広報媒体（Web、メルマ

ガ、会報）の位置付けの見直しを行う。また、

JEMIMA創立60周年及び新計測会館への移転に

向け、広報媒体全体のリニューアルをはかる。こ

の一環として、JEMIMA HPのリニューアル、

ロゴ等の刷新等を行う。 

 

（２）展示会事業 

工業会としての公益性の観点からユーザのニー

ズに応えるとともに、会員企業の新たなマーケッ

ト開拓を目指し「計測展 200７TOKYO」を

2007年11月７日（水）～９日（金）、東京ビッ

クサイトにて開催する。特に平成19年度は関連

展示会（INCHEM、メンテナンステクノショー、

非破壊評価総合展）との同時開設を好機とし、前

回の開催結果も踏まえ、参加企業数、来場者数の

増大を図る。 

 

（３）需要予測事業 

信頼性の高い自主統計データの整備、ユーザー

ニーズと市場動向を反映した定量的な調査・分析

に基づく中期予測の作成とスピーディな情報発信

を目標に事業を行い、主要機種ごとのプレス発表

による当業界のプレゼンスアップを行う。また、

グローバルな視点での需要予測を行うことを検討

して行く。 

 

（４）関西地区での事業 

支部の委員会活動の充実、関西エリア内での戦

略的基盤技術検討委員会事業等、積極的な活動を

行う。 

 

続いて前年度の事業成果を概略的に報告いたします。 

 

【平成18年度事業報告の概要】 

１．新しいビジネスの展開に資する事業 

（１）校正事業者認定推進事業 

JCSS制度普及活動の一環として、「計測展 

2006 OSAKA」において小間を出展しセミナを

開催した。また、（独）製品評価技術基盤機構の

依頼により、オシロスコープ等のJCSS校正サー

ビスの適切な運用の観点から、会員企業及び関係

者ユーザに対し電気波形測定器に関するアンケー

ト調査を行った。 

 

（２）ＰＬＩＢ事業 

ＩＳＯへの提案活動の成果として環境計測器

PLIB辞書が国際規格（ＩＳ）として正式発行さ

れ た の を 機 に 説 明 会 を 開 催 し た 。 Ｒ Ａ

（Registration Authority）組織を立ち上げ運

用を開始している。PLIB応用ビジネスの展開を

図る観点から、他工業会e-サイトの現状把握、国
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内想定ユーザとの意見交換、ＩＥＣの場を通じて

PA･FA機器分野の辞書に関してのNAMURとの

協業の交渉等を行った。 

 

（３）資材関連事業 

RoHS指令の対応が本格化し、その対応に即し

た資材調達に関するアンケート実態調査を実施し

分析を行った。また、海外調達実施調査（主に中

国調達）と部品部材の市場価格変動調査を実施し、

その結果をWEBサイトに公開した。 

 

２．環境、安全及びセキュリティに関する事業 

（１）環境グリーン事業 

ヨーロッパのRoHS指令カテゴリー８，９の例

外規定の取扱につき、EUから委託をうけている

英国ERA社と意見交換を行った。中国版RoHSに

ついては視察団を派遣し中国の制度担当課長と面

談を行い、運用についての情報を得ると共に業界

の要望も表明してきた。それらの結果をセミナー

にて会員企業等に周知している。 

また、今後管理が厳しくなる製品含有化学物質

及びエコデザイン等について、引き続き情報収集、

調査、検討を行った。 

 

（２）機能安全調査研究 

我が国においては安全システムを含む機能安全

に関する標準規格及び対応製品についての本格適

用・実用化はこれからという状況にあるが、引き

続きその普及定着を図る活動を継続している。機

能 安 全 の プ ロ セ ス 産 業 向 け セ ク タ ー 規 格

IEC61511の第２部及び第３部に対応するJIS原

案をまとめ日本規格協会へ提出した。 

 

（３）生産システムのセキュリティ調査研究 

SICE と 共 同 し て 、 NIST PCSRF SPP-

ICSV1.0をベースに、生産制御システムのセキュ

リティ要件の分析を行った。セキュリティ標準化

動向について、工業会内外のセミナー開催、雑誌

への投稿など普及活動に注力した。 

 

３．法的規制等への対応に関する事業 

（１）法規制・規格事業 

会員企業のニーズの高い、製品安全とEMCに

関して、４回のセミナーを開催し情報提供を行っ

た。委員会には試験機関が更に新規参加し、有益

な情報交換を行っている。 

 

（２）輸出管理に関する事業 

輸出管理に係わる最新の情報を経済産業省、

CISTEC等から収集し、会員企業への周知を図っ

た。経済産業省から適格と認定された「安全保障

貿易管理説明会」を日本分析機器工業会と共催し

て関東・関西両地区で実施した。また、米国輸出

規制（EAR）の講習会を実施した他、該非判定

ガイダンスの改訂版を出す準備を進めている。 

 

４．国等の委託・補助に係る事業 

（１）計量法に規定する電気計器（電力量計等）に

係わる技術基準を取り入れたJIS原案作成 

第１部（現行JIS）と昨年度の「電気計器の技

術課題等研究会」の報告に沿った省令改正内容を

反映した第２部（特定計量器検定検査規則）から

なる４規格の改正原案を作成した。  

 

（２）プラントの現場機器インターネット接続仕様

の標準化 

プラントにおける異常検知機能を含む安全性検

証技術の開発と検証を３年間行ってきたが、実証

試験の成果を踏まえ、国際規格提案の準備として、

現場機器のインターネット接続仕様のうちのデー

タ項目の標準化を行った。また、関係の深い国際

規格の制定動向を調査した。 

 

（３）国際規格共同開発調査研究事業 

IEC TC65 SC65C WG11で審議が開始されて

いるリアルタイムコミニュケーションプロファイ

ルとそのプロトコルに関して日本からの国際規格

提案を行うため、イーサネットを用いた分散型計

測制御システム上のリアルタイム通信機能と高信

頼化機能におけるわが国業界技術の現状について

調査を行った。 

 

５．電気計測器業界のプレゼンスを向上し会員の経営

基盤の安定に資する事業 

（１）「計測展 2006 OSAKA」の開催 

12月６日～８日に出展43社、1254小間の規模

で開催し、来場者数は前回に比べ大幅に増した。

基調講演などで新しい企画を取り入れ、また来場
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者数に関して従来の入り口カウント方式から当日

受付登録者に変更した。 

 

（２）電気計測器の中期予測 

会員企業から提出される生産・売上げ・受注等

のデータを基に、平成1８年度見込み及び2006～

2010年度までの業界の予測を行い、報告書とし

て取りまとめた。「海外事業」の規模や動向を把

握するため、海外生産－海外販売分についても分

析のうえ報告書に記載した。また、自動集計化を

完了し、会員会社集計実務担当者に自主統計シス

テムの定着を図るため説明会を開催した。 

 

６．会員企業とのコミュニケーションを円滑にする事

業 

（１）第１回委員会活動報告会 

委員会同士の相互理解、意思の疎通を図る目的

で、全委員会の活動状況や課題などを発表する報

告会を、企画委員会の主催で６月に開催した。 

 

（２）第２回会員満足度調査の分析 

企画委員会において標記調査の分析を行い、寄

せられた意見への対応を取った。 

 

（３）JEMIMA Weekly INFORM 

各委員会活動情報としてセミナ、展示会の開催

情報、各会員の新聞掲載情報、官庁・団体情報な

ど各種情報をまとめ、メールマガジンとして、毎

週水曜日に会員企業の約640名に配信している。 

７．その他の特記する事業 

（１）事務所移転の実施 

港区虎ノ門の再開発に伴って、虎ノ門1－9－

10（計測会館）の土地を売却し、代替の土地を

購入、新会館を建設することを臨時総会（書面審

議）によって決定した。選定した日本橋蛎殻町の

敷地にビルを建設する間、芝大門野依ビルを仮事

務所として移転した。売却から設計・施工管理に

至る一連の事業を推進するためにCBRE（株）を

コンサルタント会社として契約した。移転・建設

の適切・円滑な実施のため正副会長会社から推薦

をうけたメンバーで構成する事務所移転対策委員

会を設置した。 

 

 

（２）中期ビジョンの策定構想の上程 

企画委員会では、JEMIMA60周年（平成20

年）を期に「JEMIMA中期ビジョン」を策定する

ことを19年度事業計画の重点として上程した。 
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計測展2007 TOKYO 

出展者説明会並びに小間割抽選会のご案内 

 

標記展示会へのご協力ありがとうございます。この度、出展者説明会並びに小間割抽選会を開催の運びとな

りましたのでお知らせいたします。関係者のご出席をよろしくお願い申し上げます。別途ご案内をご希望の方

は展示会事務局までお申し出でください。 

 

記 

 

◆日 時：平成19年７月12日(木) 14：00～16：00 ［受付開始13：30～］ 

◆会 場：ルポール麹町（麹町会館）３階「マーブル」の間 

〒102-0093 東京都千代田区平河町2-4-3 TEL:03-3265-5365 

地下鉄：有楽町線「麹町駅」１番出口・徒歩３分／有楽町線・半蔵門線「永田町駅」５番出口・

徒歩５分／南北線「永田町駅」９番出口・徒歩５分 

 

◆内 容： 

１．出展者説明会は展示会関係と、セミナー関係の両説明を行います。 

２．当日、出展マニュアル並びに各種提出書類をお渡しします。 

３．ご欠席の場合の小間割抽選につきましては、事務局で代行させていただきます。 

４．小間割抽選につきましては、都合により一部抽選権のない小間がありますのでご了承ください。 

以上 

 

［展示会事務局］ 

〒105-0012 東京都港区芝大門1-2-18 野依ビル2F 

(社)日本電気計測器工業会 展示部 

TEL：03-5408-8112／E-mail：fukui@jemima.or.jp 

 

 

 

展 示 会
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基調講演、専門カンファレンス、チュートリアルプログラム 
標記展示会では併催事業として各種のセミナーを企画しています。ご参考までに現状プログラムをお知らせ

いたします。聴講は何れも計測展Webサイトからの事前登録が必要です。(事前登録開始予定：８月31日) 

［基調講演：聴講無料、専門カンファレンス・チュートリアル：聴講有料］ 

（2007.５.末現在） 
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戦略的基盤技術検討委員会の活動報告 

関西支部 戦略的基盤技術検討委員会 

 
はじめに 

関西支部では、平成15年度より先端技術分野でかつ将来の工業会の基盤技術となりうる研究開発テーマの調

査検討を目的に、京都大学、大阪大学、神戸大学等の関西の主要大学および研究機関の第一人者からの講演と委

員相互の議論を中心とした、“戦略的基盤技術検討委員会”を発足させ活動して来ました。本報告では、この委

員会の活動概要と平成19年度の第一回委員会での講演概要の紹介を行います。 

 

戦略的基盤技術検討委員会の発足 

平成15年３月に、（株）堀場製作所 松田委員長のもと、関西支部の主要会員が中心となり本委員会が発足し

ました。発足とともに、参加委員共通に、「現在困っている、技術的課題」、「将来技術として共通テーマになり

うる内容」を中心に技術テーマ探索を開始し、関西地区の産学官連携促進事業等の公的プロジェクトに応募する

等の活動も行ってきました。 

 

平成18年度の活動 

平成18年度は、下記内容で四回開催しました。 

・６月度は、大阪大学 先端科学イノベーションセンター 大森教授から、「有機ＥＬの最新情報」について

の講演で、ますます身近になっている高輝度、高効率の有機 EL についての説明がありました。 

・９月度は、神戸大学 工学部電気電子工学科 藤井 稔 助教授から、「シリコンナノ結晶をベースにする一重

項酸素発生光増感剤の発生メカニズムの解明及び化学、生物、食品分野への応用探求」についての講演で、身近

なシリコンがナノ結晶となることによる特性変化や、加工による利用法（エアーバック）等が説明されました｡ 

・11月度は、京都大学 大学院工学研究科 材料化学専攻 有機材料化学講座 大塚 浩二 教授から、「キ

ャピラリー／マイクロチップを用いるミクロ／ナノスケール高性能分離分析」についての講演がありました。

講演の中で、μ-TAS2006東京 (11/５～11/９)の状況説明があり、この中で、採択された案件539件のう

ち、日本が156件、米国が149件で、日本が約60％も占めたことが紹介されました。 

・２月度は、大阪大学 レーザーエネルギー学研究センターレーザーテラヘルツ部門 萩行 正憲 教授から、

「テラヘルツ技術と[安全・安心]社会への応用」に関する講演があり、テラヘルツが飛行場でのペットボト

ル内の引火性液体の検知やブリーフケースの透視等で使われていること、封筒を開封せずに内容を読み取る

ことも出来る等の事例も紹介されました。 

 

平成19年度の活動 

平成19年度の第一回の活動は、4月20日に（株）堀場製作所で、京都大学大学院 工学研究科化学工学専攻 

前 一廣 教授をお招きし、講演「マイクロリアクタテクノロジーの現状とセンシング技術との融合の可能性」

を行いました。なお、戦略的基盤技術検討委員会のメンバーに加え、JEMIMA本部から企画委員会副委員長、事

務局も出席しました。 

最初に、松田委員長（堀場）から、「今年度第一回の委員会となるが、今年度は昨年度よりも開催回数を増や

し、さらに充実した活動にして行きたい。」旨の開催挨拶があり、引き続き本部から出席した企画委員会梶浦副

委員長（山武）から、「現在JEMIMAでは、“中期ビジョン”策定を進めており、この中でも基盤技術の探索は非

常に重要と考えている。本部では以前は、技術探索を目的とした委員会があったが現在は無く、技術探索を目的

とした委員会は、関西支部の戦略的基盤技術検討委員会のみであり重要委員会の一つと認識している。」との挨

拶がありました。 
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企画委員会副委員長の挨拶                   前教授の御講演 

（左より、戦略的基盤技術検討委員会松田委員長、 

前教授、北川委員（最前列）、森川事務長、 

企画委員会梶浦副委員長） 

 

前先生からは、マイクロリアクターに関する以下の内容の講演がありました。 

・安全に環境負荷を極力抑えて種々の高機能化学製品を効率的に製造することが不可欠である。 

・ニーズの多様化により多品種少量生産化が進むなか、高効率、省資源、省エネルギーの小さな化学プラント

「マイクロ化学プラント」が注目されている。 

・マイクロ空間を利用することで、過酷な条件で暴走反応を安全に制御できると言った制御の容易性、反応が

速い、収率が良い、ナノ粒子径を厳密に制御できるなどの機能生産が出来ると言った特徴から、化学産業と

その関連産業の飛躍的発展に貢献することが期待されている。 

なお、この分野にはJEMIMA会員企業数社も参入しており、前先生の研究では、日本での工業用初の山武製の

マイクロリアクターが貢献したとのことでした。 

 

 

 

 

 

 

精密加工したプレートを     流路構造、流路長、プレート材質  超小型（写真提供：（株）山武） 

組み合わせて流路を形成する   などが種々調整可能 

 

講演に引き続き、質疑応答がありましたが、この中で、「マイクロリアクターを実用化した日本初のマイクロ

化学プラントが近々運用を開始する。また、この分野での流量計等の新製品開発も進められている。」との説明

もあり、JEMIMAのPA分野にも変革の波が寄せつつあるとのことでした。 

今後も、関西支部の会員中心（参照をご覧ください）で本委員会を継続的に活動して行く予定です。 

 

参考文献 

・「マイクロリアクターがもたらす世界」第２回ＳＴ・ＧＳＣロードマップ討論会報告書 平成19年４月 

（財）化学技術戦略推進機構 戦略策定委員会 京都大学教授 前 一廣 

・「こんなに混ざるの？例えば“水と油の関係”を瞬時に変える！」 『azbilテクニカルレビュー特別別冊』

（株）山武 http://jp.yamatake.com/corp/rd/tech/review/pdf/2006sp/21.pdf 

・参加委員：旭産業㈱、㈱エネゲート、㈱岡崎製作所、オムロン㈱、紀本電子工業㈱、島津システムソリューシ

ョンズ㈱、新川電機㈱、神港テクノス㈱、新光電機㈱、新コスモス電機㈱、タケモトデンキ㈱、津田電気計器

㈱、鶴賀電機㈱、東洋計器㈱、㈱ノーケン、㈱堀場エステック、㈱堀場製作所 
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輸出 

電気計測器全体の輸出額は3,548億円（対前年比

0.4%増）となった。地域別に見ると一昨年から続

き7割占めるアジアは2,666億円（対前年比2.9%増）。

他の地域では、米国473億円（対前年比2.2%増）、

*1EU317億円（対前年比5.0%増）。 

電気測定器系（電気計測器全体の83.7%を占め

る）は、2,970億円（対前年比0.4%減）となった。

*2工業計器系は、574億円（対前年比4.4%増）と

なった。 

 

輸入 

電気計測器全体の輸入額は、2,019億円（対前年

比30.2%増）となり、米国674億円（対前年比

21.4%増）、アジア702億円（対前年比62.8%増）、

ＥＵ599億円（20.3%増）であった。 

 

 

品目別では、電気測定器系（電気計測器全体の約

半数の割合を占める）は、1067億円（対前年比

37.6%増）、工業計器系は、921億円（22.1％増）

となった。 

*1ＥＵ加盟国(2004年): 外務省、各国･地域情勢より抜粋 
オーストリア、ベルギー、キプロス、チェコ、デンマーク、エスト
ニア,ドイツ、ギリシャ、フィンランド、フランス、ハンガリー、ア
イルランド、イタリア、ラトビア、リトアニア、ルクセンブルク、
マルタ、ポーランド、ポルトガル、スロバキア、スロベニア、スペ
イン、スウェーデン、オランダ、英国 以上25カ国 

*2：統計分類の変更と中止 
2006年輸出統計において、工業会では下記品目の集計中止のため、
2004,2005年においても本特集からはデータは削除。 
＜集計中止＞ 
・9032.89-119：その他の自動調整機器（電子式） 
・9032.89-190：その他の自動調整機器（電気式） 
＜変更･2005年より＞ 

【新】9025.19-000：温度計及びパイロメーター 
(その他の機器と組み合わせたものを除く。) 

【旧9025.19-100・9025.19-100】 
【【新】9026.80.100：液体又は気体の変量の測定用又は検査用の機器 

(電気式のもの)(その他のもの) 
【旧 9026.80-110・9026.80-190】 

 

輸出入統計特集 

2006年暦年(１月～12月)での地域別･国別の輸出入実績がまとまったので、当年の輸出入動向について報告する｡ 

なお、公式発表の各輸出入額は、財務省貿易統計HPなどで確認ください。 




2006年（暦年）における国別・地域別輸出入動向 

電気計測器輸出・輸入実績（主要国・地域別)

（財務省貿易統計から) 



統 計 
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財務省貿易統計   ＨＳ分類   ２００６年１月～１２月の国別輸出先実績(3/3) 



統 計 
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講演会報告 

「温度のＪＣＳＳ現地校正と新しい取り組みについて」 

校正事業推進委員会 

 

校正事業推進委員会で開催致しましたＪＣＳＳ関連講演会メインテーマ「続・広がる校正サービス～ＪＣＳＳ

校正事業の拡大を中心に～」で聴講者アンケート調査の結果、『最も興味がある、参考になった』という回答頂

いたテーマをご紹介いたします。 

開催日：平成19年12月６日 

場 所：グランキューブ大阪 10階 1008号室 

テーマ：温度のＪＣＳＳ現地校正と新しい取り組みについて 

講 師：丸野耕一 山里産業㈱ 標準室 

 

山里産業とは 

（１）山里産業は、温度計メーカであり、主に「熱電対」「測温抵抗体」を製造しており、温度計校正装置の輸

入販売も行っております。 

平成６年８月に初回認定を受けた「温度」の国際MRA対応認定事業者で、定期的にサーベイランスによ

って国際認定基準を維持しています。現在、ＪＣＳＳ校正サービス可能な温度範囲は－40℃～1100℃です。 

（２）現地校正とはＪＣＳＳ登録の一般要求事項附属書２において「常設校正設備がある構内や敷地以外の場所

で、校正事業者の職員によって行われる校正」をいい、次の種類があります。 

（a）出張校正：職員が派遣されて依頼者の施設内で実施する校正。 

（b）移動校正：職員が派遣されて校正機関の所有する校正車内等で実施する校正。 

 

ＪＣＳＳ現地校正への取り組み 

（１）ＪＣＳＳ現地校正に取り組んだ理由は、お客様の要望によるものです。「温度」ではＪＣＳＳ現地校正可

能な登録事業者がおりませんでした。常設校正の場合、温度計を当社の標準室に持ち込んで校正を行います

が、温度計が使用されている現場は様々で、取り外しが困難なものなどは持ち込みができないため、ＪＣＳ

Ｓ校正を行うことができなかったのです。 

（２）ＪＣＳＳ現地校正登録申請のために次のような取り組みを行いました。 

① 現地校正は製造ライン等を止めて行う場合が多く、非常に限られた時間と場所で校正作業を行わなけれ

ばなりませんので、作業効率を重視した方法にアレンジ。 

② 持ち運びに便利で、かつ移動させても性能が高い校正用機器を選びました。また、校正作業の環境は常

設校正ほど安定した環境ではないため、不確かさの妥協点。 

③ 現地での作業環境の管理と維持。 

④ 校正用機器が現地で健全性を維持しているかの確認方法。 

これらの事前準備を完了して申請を行いました。審査のうち、実技審査がありますが、現地校正の場合は常設

校正施設とは異なる場所で実技審査が行われました。 

全ての審査を済ませ、平成18年４月に当社は「温度」ではじめてのＪＣＳＳ現地校正の登録事業者（国際

MRA対応認定事業者）になりました。事業の登録範囲は－30℃～1100℃です。 

 

ＪＣＳＳの現地校正のメリット 

ＪＣＳＳの現地校正はお客様からの次のような要望にメリットがあります。 
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① 計器とセンサのループ校正により管理を簡素化したい 

② 常時稼働している製造ラインの停止期間をより短くしたい 

③ 機器、配線の脱着に伴う負荷を軽減したい 

④ 構造上機器の取り外しが困難である 

これらのメリットはISO9001の認証、薬事法のような強制法規に関わる医療産業やHACCP（危害分析重要管

理点）の管理を維持する食品産業にとって生かされております。 

 

ＪＣＳＳ現地校正の具体例 

当社が行っているＪＣＳＳ現地校正の具体例は次のとおりです。 

（１）校正対象温度計 

 

 

 

 

 

 

 

（２）現地校正における最高測定能力 

 

（３）ＪＣＳＳ現地校正用機器 

当社は校正用機器としてＪＣＳＳ現地校正システムを構築しました。その例をご紹介します。 

① 電圧・抵抗測定の自動測定装置 

測定チャンネルは、測温抵抗体用６チャンネル、熱電対用６チャンネル、参照標準用４チャンネルで、

抵抗測定時の測定電流は１mAです。 

② 自動計測ソフトウエア 

③ 校正温度の実現装置 

校 正 対 象 温 度 範 囲 仕 様

センサ＋指示計器のループ校正

DCS等の表示器

Pt100、JPt100

3導線式、4導線式

熱電対 －30℃～1100℃ Type：R、S、B、N、K、E、J、T

指示計器付温度計

白金抵抗温度計

－30℃～1100℃

－30℃～ 660℃

校正対象温度計 仕 様 校正の種類
校正温度

（℃）
最高測定能力

（℃）
参照標準

－30～ 140 ±0.10

 140～ 250 ±0.4

 250～ 500 ±0.6

 500～ 660 ±0.7

 200～1100 ±1.4 R熱電対

－30～ 140 ±0.07

 140～ 250 ±0.4

 250～ 500 ±0.6

 500～ 660 ±0.6

－30～ 140 ±0.07

 140～ 250 ±0.4

 250～ 500 ±0.6

 500～ 660 ±0.7

－30～ 250 ±0.5

250～ 660 ±0.7

200～1100 ±1.4 熱電対

熱電対

白金抵抗
温度計

白金抵抗
温度計比較校正

R、S、B、N、K、E、J、
T

4線式

3線式

比較校正
（抵抗値）

白金抵抗温度計

比較校正最小目盛 0.01℃以上指示計器付温度計

白金抵抗
温度計
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－30℃～660℃の校正は携帯型比較温槽を使用し、200℃～1100℃は熱電対用として横型電気炉を使

用します。 

 

ＪＣＳＳ現地校正の条件 

（１）実施可能な条件 

① センサの寸法：外径 8㎜以下、長さ 300㎜以上 

② 電源：定格100VAC 10Aの供給可能な電源が確保できる場所 

（２）実施が困難な環境条件 

① 高温多湿 

② 水に濡れる 

③ 直射日光が当たる 

④ 体感できる程度の風が流れている 

⑤ 水溶性・腐食性ガス、粉塵等がある 

⑥ 振動が激しい 

⑦ 校正用機器の配置、作業空間が確保できない 

 

ＪＣＳＳ現地校正の作業フロー 

（１）当社の作業フローは次のとおりです。 

事前打合せ → 校正用機器及び被校正品の確認 → 機器の設置 → 校正用機器・参照標準の健全性確

認 → 被校正品初期評価 → 校正実施 → 結果の有効性確認 → 結果の仮報告（校正作業の完了） 

→ 参照標準の健全性確認 → 校正証明書の発行 

（２）ＪＣＳＳ現地校正を依頼される場合、当社は次の点をお願いしています。 

① 十分な事前打合せを 

② 十分な時間的配慮を 

③ 安全かつ円滑に作業するための作業空間を 

④ 合否判定は依頼者の管理基準で判断ください 

 

新しい取り組み 

当社としてはＪＣＳＳ校正サービスの拡大を図るため、新しく次の取り組みをしています。 

（１）高温域への拡大 

現在、ＪＣＳＳの高温域はパラジウム点温度（1553.5℃）まで（独）産業技術総合研究所から標準供給

が可能です。その最も高い温度までＪＣＳＳ校正サービスを供給できるよう、1100℃から1554℃への登録

の拡大に取り組んでいます。 

（２）低温域への拡大 

現在、ＪＣＳＳの低温域は－40℃（ガラス温度計のみ－50℃）が供給されていますが、更に低い温度の

ＪＣＳＳ校正サービスを必要とされているお客様がたくさんいます。そのようなお客様のためにも当社はＪ

ＥＭＩＭＡの「低温ＪＣＳＳ校正検討ＷＧ」に参加し、同業者や（独）産業技術総合研究所や（独）製品評

価技術基盤機構と共に－196℃までＪＣＳＳ校正サービスが実現できるよう、努力しています。 

 

当社の使命 

当社の使命は「温度を正しく伝えること」です。 

それは、メーカとして「良い製品を提供」し、ＪＣＳＳ登録事業者として「製品の示す値の確かさを証明す

る」「産業界のニーズに対応できる校正サービスの提供」を行うことです。 

そして、「温度計測のトータルサポート」を目指します。 
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連 載 
 

欧州環境規制レポート (第８回) 

 

環境グリーン委員会 

副委員長 小山師真
(※)

 

 

 

 

 

 

皆様いかがお過ごしでしょうか。 

日本でも報道されたようですが、４月のヨーロッパは記録的な暑さと晴天続きでした。普段なら季節の変わ

り目で天候不順が続きますが、ブラッセルに限っても今年は異常でした。結局４月は１日も雨が降らず、また

気温も日中は30度近くまで上がった日もあり、平均気温は真夏並みかそれ以上の暑さでした。これも異常気

象の影響かと思えば、天気が良いからと、うかうか喜んでばかりもいられないのかも知れません。ただ、５月

以降は順調にいつもの天候に戻っています。 

今回の写真は、当地５月の連休に訪れました世界遺産「モン・サン･ミッシェル」です。日本からのツアー

客も多く有名です。フランス・ノルマンディー地方にある巡礼島です。 
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１．RoHS指令見直しに向けて 

５月22日締め切りで、欧州委員会環境総局1がRoHS指令見直しに関するヒアリングを実施しました。前回

号にて書きましたとおり、カテゴリー8&9を含めて今年秋以降に本格的な見直し作業が始まるものと予想さ

れますが、ステークホルダーが持つ問題意識を収集したものと思います。 

基本的に在欧日経ビジネス協議会（JBCE）および関連国内業界団体の意見は、昨年公表された英国ERA社

のTechnical Study最終報告書(ERAレポート)の内容を、欧州委員会が法律案を作成する段階においてしっか

りとフォローするよう求めていくこと、及びERAレポートを我々はサポートしている立場で相違ないと思い

ます。 

また、欧州委員会企業総局2の委託を受け、環境コンサルタント会社のECOLAS社（エコラス）及びRPA社

が、業界団体及び個別企業に対して主にWEEE&RoHS指令コンプライアンスに要したコストなどに関する調

査を５月25日締め切りで行いました。調査の内容は基本的に現在施行されているWEEE指令およびRoHS指

令に対する調査を対象としており、RoHS指令カテゴリー8&9は考慮されていない調査内容でしたが、JBCE

をはじめJEMIMA、さらには関係企業から、当該カテゴリーに対する懸念も伝えられた事と思います。彼ら

は今秋頃にも調査結果をまとめる予定です。 

 

２．適用除外を巡る動き 

一方現在29項目にも及ぶ適用除外がEU官報によって告示され、有効となっています。しかし先に行われた

ステークホルダー・コンサルテーションでは、昨年新たに認められた適用除外に対する削除要求が申請されて

います。適用除外決定のメカニズムが明らかになっていない、もしくは決まっていないこともありますが、代

替技術を持つ企業の先行者利益の考え方に一定の理解を示す当局の発言などを考慮すると、はやり技術開発に

早く成功した企業が有利にRoHS指令への対応を進められるということが言えるのではないかと思います。一

方で現状の適用除外に満足し、技術開発を怠ることの危うさを示している事例と考えられます。 

カテゴリー8&9分野ではこれからの議論でもありますが、今後法制化が進められるにつれ、ERA社に対し

て行ってきた適用除外案に対する技術開発競争が始まると思います。その意味で、現在のRoHS指令で起こっ

ている様々な状況をよく理解してカテゴリー8&9対応に生かすことが求められているのではないでしょうか。 

 

その他にも、現状の適用除外において考慮が必要なポイントとして、自動車に対するリサイクル指令

（ELV指令）3の適用除外項目があります。RoHS指令よりも早く制定され、施行された指令ですが、近年の

適用除外見直しにおいて、RoHS指令と共通する技術については、徐々に適用除外項目が整合化されてきてい

ます。また、カドミウムの規制強化を求める議論もあります。 

現在多くの会員企業でRoHS指令対応を進められていると思いますが「今起こっていること」にも十分着目

して頂き、現在の動きを社内の取組みに組込みつつ、RoHS指令コンプライアンスに向けた対応を進めて頂き

たいと考えております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

(*) 株式会社堀場製作所 ブラッセル駐在事務所 

                                                
1 http://ec.europa.eu/environment/waste/weee/index_en.htm 
2 http://ec.europa.eu/enterprise/index_en.htm 
3 http://ec.europa.eu/environment/waste/elv_index.htm 
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お知らせ 

平成18年度委員会活動成果報告会の開催 

昨年から開催しております企画委員会主催の委員会活動成果報告会を、今年は下記内容で実施することとなり

ましたのでご案内します。 

 

記 

 

名 称：平成18年度委員会活動成果報告会 

日 時：７月19日（木）12時45分～17時30分 懇親会17時40分～19時 

会 場：東京都現代美術館地下２階講堂 (懇親会は館内レストランMOT) 

TEL.03-5245-4111      江東区三好4-1-1 

東京メトロ半蔵門線清澄白河駅Ｂ2出口より徒歩9分、 

都営地下鉄大江戸線清澄白河駅Ａ3出口より徒歩13分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目 的：JEMIMA委員会の活動成果内容（平成18年度実施状況、課題、平成19年度重点事業項目等）を、各

委員会が会員企業に報告することでJEMIMA活動状況の可視化・共有化を図ると共に、委員会活動の

更なる活性化に繋げて行きます。 

 

なお、当日のアジェンダは決まりしだいご連絡いたします。 

以上 

東京都現代 

美術館 
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工業会規格JEMIS改正のお知らせ 
 

JEMIS ０１７ 「電気標準室の環境条件」の改正 

１．制定の種類：改正   １．１ 改正年月日：平成１９年５月１日 

２．規格番号： ０１７ 

３．規格名称：電気標準室の環境条件 

４．作成担当委員会：電子測定システム委員会 ＪＣＳＳ対応（電気）WG 

５．制定の主旨 

本規格は、昭和53年に制定され、平成４年に見直し後、改正され今日に至っている。平成５年

の改正計量法により、我が国に導入されたＪＣＳＳ（計量法校正事業者登録制度）の登録事業者

又は潜在的登録事業者において使用されている標準室の環境条件として本規格を参考としている

場合があり、また計測器使用者の計測器管理において本規格の必要性が高まっている。それら産

業界の変化を受けて本規格の見直しが必要となり、ＪＣＳＳ対応（電気）ＷＧ平成18年度事業と

して改正作業を行い、発行は平成19年度とした。 

 

 

JEMIS ０３８「JEMIMAフィールドバス」の改正 

１．制定の種類：改正   １．１ 改正年月日：平成１９年３月３０日 

２．規格番号：０３８ 

３．規格名称：JEMIMA フィールドバス 

４．作成担当委員会：ＰＡ･ＦＡ計測制御委員会 JEMIS038改正WG 

５．制定の主旨 

JEMIS038「JEMIMA フィールドバス」規格は、平成11年に制定され、プロセスオートメーシ

ョン分野でフィールドネットワークシステムの普及に大きな貢献を果たしてきた。しかしながら

フィールドバスの規格は高速イーサネット（HSE）の追加など、大幅に改訂され、JEMIS038

は、最新のフィールドバス規格の全体を理解していただくには不足の部分が出てきている。そこ

で今回、フィールドバス仕様の概要を理解するためのまとまった日本語文献として、最新のフィ

ールドバス規格の全体を示し、日本におけるフィールドネットワークシステムの更なる普及に資

することを期待してJEMIS038を改正し、発行することとした。 

改正作業を進めるにあたり、規格書の編集方針・全体構成は変えないこととした。従って章立

ては旧版と同じく7章とし各章に関して最新の規格内容に照らして見直し・記述の追加を行った。

また、本規格書で参照する国際規格としてはIEC61158およびIEC61804に限定しEthernetや機

能ブロックに関して制定・検討されている多くの関連国際規格についてはその一部を参考として

巻末に示すに留めた。 
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「明快!!安全保障輸出管理教本・・入門から実務まで」 

第２刷（改訂版）発行のご案内 

 

輸出管理委員会は、ご好評頂いておりました冊子「明快!!安全保障輸出管理教本・・入門から実務まで」の

第２刷（改訂版）を発行いましたのでご案内いたします。 

本書は昨年２月に発行した初版第１刷（2000部）の完売に伴い、新たに今年1月施行の法令改正に対応した

形でお送りするアップデート版です。また読者からいただいた指摘事項に基づく改良も併せて盛り込みました。

特に重要と思われる指摘事項2箇所については、http://www.jemima.or.jp/info/070414.htmからダウンロー

ドできますので、第１刷購入のみなさまにおかれては、ダウンロードしてお使い下さるようお願い致します。 

指摘箇所１････2-6頁 

指摘箇所2････2-7頁 

第１刷発行以来、国際情勢の緊張などもあって、世の輸出管理に対する関心は高まる一方です。この間、政

府からも二度にわたり、企業に輸出管理の重要性の認識や知識を徹底の上、社内管理体制の整備につとめるよ

う要請が発せられています。これほど社内の輸出管理教育が重要視されたことはかつてありません。 

本書は「輸出管理とはなにか？」を実務にそって明快にまとめたもので、従来の常識からは型破りといえる、

平明率直な語り口による、誰でも肚の底から理解できるテキストです。 

 

●A4判サイズ、100頁、\1,400（一般価格・送料別）／1,200円（JEMIMA会員価格・送料別） 

●20部以上申し込みされると、一般、会員共に１部につき￥200－割引となります。 

●送料は６部まで400円、７部以上800円。30部以上は無料です。 

●対象：海外関連部門（輸出管理、海外営業、品質管理、生産技術等）に携わられる方 

 

目 次 

第１章 安全保障輸出管理 

第２章 リスト規制 

第３章 役務取引の規制 

第４章 キャッチオール規制 

第５章 該非判定 

第６章 輸出許可証(E/L) 

第７章 許可不要の特例 

第８章 判定書 

第９章 法令読解入門 

第10章 略語・用語解説 

付     録 

 

お申し込み先： 

http://www.jemima.or.jp/info/070414.htmの 

「※購入申込書はこちらをご利用下さい」 

からお願いします。 
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当会が後援・協賛をしている行事一覧 

 【２００７年 4 月～５月】  
区分 行  事  名 主 催 者 

協賛 
第５７回次世代センサ セミナーシリーズ「自動認識とセンサ」 シリーズＮ

ｏ３「画像認識の最新動向と応用」 
次世代センサ協議会 

協賛 第４９回研究会 磁気センサ技術の現状と応用 次世代センサ協議会 

協賛 ２００７国際ロボット展 （社）日本ロボット工業会／日刊工業新聞 

協賛 粉体工業展大阪 ２００７ （社）日本粉体工業技術協会 

協賛 ＡＰＰＩＥ産学官連携フェア２００７ （社）日本粉体工業技術協会 

協賛 ＳＩＣＥセミナー 制御のためのシステム同定 （社）計測自動制御学会 

   

 【２００６年度（Ｈ１8）】  
区分 行  事  名 主 催 者 

後援 第１８回環境システム計測制御(ＥＩＣＡ)研究発表会 環境システム計測制御学会 

後援 バイオジャパン２００６ バイオジャパン２００６組織委員会 ／日経ＢＰ社 

後援 ＪＥＭＩＣフォーラム ２００６「最近のメータリングシステムの動向」 日本電気計器検定所 

後援 
ＪＰＣＡ Ｓｈｏｗ２００７／２００７マイクロエレクトロニクスショー 

／ＪＩＳＳＯ ＰＲＯＴＥＣ２００７ 
（社）日本電子回路工業会 

後援 第３７回 ２００６計装制御技術会議 （社）日本能率協会 

後援 バイオジャパン２００７ Ｗｏｒｌｄ Ｂｕｓｉｎｅｓｓ Ｆｏｒｕｍ バイオジャパン２００７組織委員会／日経ＢＰ 

後援 第２９回 ２００７産業安全対策シンポジウム (社)日本能率協会 

協賛 国際粉体工業展２００６ （社）日本粉体工業技術協会     

協賛 第１２０回温度計測部会講演会 （社）計測自動制御学会 

協賛 フロンティア２１エレクトロニクスショー２００６ 中部エレクトロニクス振興会 

協賛 オープンネットワークオートメーションシステム （ＯＮＡ）展 （社）東京都設備設計事務所協会 

協賛 ＶＡＣＵＵＭ２００６―真空展 日本真空工業会／日本真空協会 

協賛 第１６回 ＲＣＪ信頼性シンポジュウム （財）日本電子部品信頼性センター 

協賛 ＳＩＣＥセミナー 現代制御理論入門 （社）計測自動制御学会 

協賛 ２００６洗浄総合展 
（社）日本洗浄機能開発協会／日本産業洗浄協議会 

／日刊工業新聞 

協賛 
第１５回センサテクノスクール「次世代センサ・アクチュエータの基礎から 

最先端技術」 
次世代センサ協議会 

協賛 ＳＣＭフォーラム２００６ (社)日本ロジスティクスシステム協会  

協賛 全日本科学機器展 in 東京２００６ 日本科学機器団体連合会／フジサンケイビジネスアイ

協賛 第５５回センサセミナーシリーズ 防災・安全とセンサ No.１２ 次世代センサ協議会 

協賛 第５６回センサセミナーシリーズ  バイオセンサーシリーズ No.３ 次世代センサ協議会 

協賛 
第２２回センサ＆アクチュエータ技術シンポジュウム「センサ技術最前線 

２００６」 
次世代センサ協議会 

協賛 第１２１回 温度計測部会講演会 （社)計測自動制御学会 

協賛 ＳＩＣＥセミナー「実践的制御系設計の最前線」 （社）計測自動制御学会 

協賛 
次世代センサ協議会第４８回研究会「地場産業を活かす産学連携の取り

組み」 
次世代センサ協議会 

協賛 第２３回センサ＆アクチュエータ技術シンポジュウム 次世代センサ協議会 

協賛 第２３回トロンプロジェクトシンポジュウム (社)トロン協会 Ｔ－Ｅｎｇｉｎｅフォーラム 

協賛 マニファクチャリング・オープン・フォーラム ＩＡ（インダストリアル・オートメーション）懇談会 

協賛 ＳＩＣＥセミナー「アドバンスト制御 基礎・先端・応用」 （社）計測自動制御学会 

協賛 システムコントロールフェア２００７ （社)日本電機工業会／（社）日本電気制御機器工業会 

協賛 第 12 回課題研究会「健康に暮らす為の医療-予防医療とセンシング」 次世代センサ協議会 

協賛 
第 24 回センサ＆アクチュエータ技術シンポジュウム「人と関わるロボット

技術 
次世代センサ協議会 

協賛 第１０回アジアメディカルショー 九州医療機器団体連合会／福岡県医療機器協会 

協賛 【第７回】２００７熱設計・対策技術シンポジウム （社）日本能率協会 

協賛 【第２１回】２００７ ＥＭＣ・ノイズ対策技術シンポジウム （社）日本能率協会 

協賛 【第２２回】２００７スイッチング電源・バッテリーシステムシンポジウム （社）日本能率協会 

協賛 【第１５回】２００７磁気応用技術シンポジウム （社）日本能率協会 

協賛 センサ・アクチュエータ・マイクロマシン／ウイーク２００７ 次世代センサ協議会 

協賛 ＳＣＭソリューションフェア２００７ （社）日本ロジスティクスシステム協会 
 









電
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６月末に発行したＪＥＭＩＭＡ会報２００７Ｎｏ３（１５頁）に掲載の
　「輸出入統計特集２００６年（暦年）」の輸出実績で一部アジア地域を
　訂正いたしました。なお、訂正した箇所は「網掛け」で示しました。
　※差替データファイルは、次頁以降を参照。

2006財務省輸出統計（暦年）において、一部アジア地域　修正部分

輸出 気計測器系
品目名 合計 電気測定器系

9030.83-000 9030.89-910
その他のもの スペクトラムアナライザ

修正 記録装置あり 記録装置なし

地域別国別 百万円 百万円 百万円 百万円
アジア 266,587 235,427 2,913 2,379
　韓国 92,948 86,591 241 772
　北朝鮮 1 1 0 0
　中国 47,594 39,444 679 452
　台湾 75,931 71,519 1,207 153
　香港 11,091 9,737 145 405
　ベトナム 1,036 810 12 19
　タイ 11,520 5,868 111 117
　シンガポール 10,139 9,107 25 189
　マレーシア 7,296 6,394 101 56
　フィリピンフィリピン 4,7894,789 4,1694,169 337 147
　インドネシア 1,610 860 34 18
　インド 2,088 829 17 40
　パキスタン 446 17 2 1
　その他 99 82 2 11



財務省貿易統計   ＨＳ分類   ２００６年１月～１２月の国別輸出先実績(1/3)

輸出 電気計測器系

品目名 合計 電力量計系 電気測定器系

9028.30-000 8543.20-000 9030.20-000 9030.31-000 9030.39-100 9030.39-900

電気用積算 信号発生器 ｵｼﾛｽｺｰﾌﾟ ﾏﾙﾁﾒｰﾀ 電圧計電流計 ﾏﾙﾁ電圧電計

計器及びその ｵｼﾛｸﾞﾗﾌ 以外のもの

修正 検定用計器 記録装置なし

地域別国別 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

アジア 266,587 99 235,427 13,189 1,816 1,453 1,459 7,411

　韓国 92,948 7 86,591 2,987 474 394 159 952

　北朝鮮 1 0 1 0 0 0 0 0

　中国 47,594 24 39,444 5,731 428 357 400 2,879

　台湾 75,931 8 71,519 1,017 139 108 102 870

　香港 11,091 5 9,737 2,234 412 91 254 881

　ﾍﾞﾄﾅﾑ 1,036 0 810 18 23 53 23 173

　ﾀｲ 11,520 13 5,868 268 57 50 183 565

　ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 10,139 4 9,107 521 89 207 140 253

　ﾏﾚｰｼｱ 7,296 0 6,394 208 44 54 67 155

　ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 4,789 8 4,169 42 41 98 45 453

　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 1,610 30 860 36 9 31 55 103

　ｲﾝﾄﾞ 2,088 0 829 123 98 3 17 114

　ﾊﾟｷｽﾀﾝ 446 0 17 2 0 3 3 0

　その他 99 0 82 2 3 6 13 12

中東 2,937 0 1,897 25 9 220 72 131

　ｲﾗﾝ 199 0 68 1 0 8 2 6

　ｲﾗｸ 31 0 14 0 0 0 3 1

　ｻｳｼﾞ 692 0 229 4 0 102 43 44

　ｸｳｪｰﾄ 63 0 29 1 0 10 11 6

  ｲｽﾗｴﾙ 1,343 0 1,321 9 2 1 2 4

  ｼﾘｱ 36 0 15 4 0 4 5 3

　その他 573 0 220 7 7 95 6 67

ヨーロッパ 31,677 2 23,341 4,390 601 316 275 870

  ﾉｰﾙｳｪｲ 45 0 31 1 0 6 1 12

  ｽｳｪｰﾃﾞﾝ 2,025 0 1,966 1,685 1 1 8 10

  ﾃﾝﾏｰｸ 179 0 128 9 0 3 26 29

ｲｷﾞﾘｽ 2 941 0 1 877 109 13 36 70 85　ｲｷﾞﾘｽ 2,941 0 1,877 109 13 36 70 85

　ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ 1,373 0 1,366 2 0 0 0 5

　ｵﾗﾝﾀﾞ 3,797 1 1,568 188 527 138 32 220

 　ﾍﾞﾙｷﾞｰ 430 0 163 51 5 28 12 11

　ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ 9 0 9 9 0 0 0 0

　ﾌﾗﾝｽ 2,091 0 1,593 49 11 1 16 13

　ﾄﾞｲﾂ 8,110 1 7,217 626 17 20 57 251

　ｽｲｽ 207 0 110 6 2 5 3 8

　ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ 2,150 0 2,066 0 0 1 0 5

  ｽﾍﾟｲﾝ 1,080 0 289 45 6 12 5 31

　ｲﾀﾘｱ 2,294 0 1,690 125 3 27 21 54

　ﾏﾙﾀ 0 0 0 0 0 0 0 0

　ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ 733 0 720 514 1 8 7 6

ポーランド 950 0 79 20 6 11 3 28

  ﾛｼｱ 156 0 104 1 2 5 7 12

  ｵｰｽﾄﾘｱ 911 0 891 1 1 1 2 21

  ﾊﾝｶﾞﾘｰ 1,058 0 854 651 1 1 0 21

  ｷﾞﾘｼｬ 32 0 11 4 0 0 1 1

　ｷﾌﾟﾛｽ 0 0 0 0 0 1 0 0

  ﾄﾙｺ 230 0 69 31 0 5 0 18

　ｴｽﾄﾘｱ 228 0 224 223 0 0 0 1

　ﾗﾄﾋﾞｱ 3 0 3 0 1 1 0 0

　ﾘﾄｱﾘｱ 0 0 0 0 0 1 0 2

　ｽﾛﾍﾞﾆｱ 0 0 0 0 0 0 0 0

  ﾁｪｺ 402 0 136 34 2 2 3 9

　ｽﾛﾊﾞｷｱ 0 0 0 3 0 0 0 1

　その他 121 0 67 4 1 1 1 17

北米 48,339 2 34,086 2,499 1,757 71 178 984

　ｶﾅﾀﾞ 1,003 0 457 70 5 9 13 46

　ｱﾒﾘｶ 47,330 2 33,624 2,429 1,752 62 166 938

　その他 6 0 6 0 0 0 0 0

中南米 3,179 0 1,741 583 97 87 98 270

　ﾒｷｼｺ 939 0 652 256 46 3 29 30

　ﾌﾞﾗｼﾞﾙ 1,138 0 468 301 15 3 8 37

　その他 1,101 0 621 26 3 81 60 202

アフリカ 1,332 0 165 29 3 35 20 25

　ｴｼﾞﾌﾟﾄ 84 0 50 13 0 5 16 7

　南ｱﾌﾘｶ 1,092 0 53 5 1 17 3 14

　その他 156 0 62 12 2 13 1 4

オセアニア 794 0 393 13 27 46 15 129

　ｵｰｽﾄﾗﾘｱ 565 0 365 12 20 41 10 121

その他 229 0 28 1 6 6 4 8　その他 229 0 28 1 6 6 4 8

ＴＯＴＡＬ 354,845 103 297,051 20,729 4,310 2,229 2,117 9,820

（ＥＵ） 30,918 2 22,960 4,347 597 294 263 804



輸出

品目名

修正

地域別国別

アジア

　韓国

　北朝鮮

　中国

　台湾

　香港

　ﾍﾞﾄﾅﾑ

　ﾀｲ

　ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

　ﾏﾚｰｼｱ

　ﾌｨﾘﾋﾟﾝ

　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ

　ｲﾝﾄﾞ

　ﾊﾟｷｽﾀﾝ

　その他

中東

　ｲﾗﾝ

　ｲﾗｸ

　ｻｳｼﾞ

　ｸｳｪｰﾄ

  ｲｽﾗｴﾙ

  ｼﾘｱ

　その他

ヨーロッパ

  ﾉｰﾙｳｪｲ

  ｽｳｪｰﾃﾞﾝ

  ﾃﾝﾏｰｸ

ｲｷﾞﾘｽ

財務省貿易統計   ＨＳ分類   ２００６年１月～１２月の国別輸出先実績(2/3)

電気測定器系 工業計器系

9030.40-000 9030.82-000 9030.83-000 9030.89-100 9030.89-910 9030.89-990 9025.19-000

通信用機器 半導体ｳｪﾊｰ又は その他のもの 集積回路・半 ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑｱﾅﾗ その他 温度計及び

半導体ﾃﾞﾊﾞｲｽの測定 導体ﾃﾞﾊﾞｲｽの ｲｻﾞ パイロメータ

用又は検査用機器 記録装置あり 特性測定器 記録装置なし 記録装置なし その他のもの

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

4,054 79,774 2,913 95,309 2,379 25,669 30,912 2,307

1,086 45,600 241 30,919 772 3,008 6,330 538

0 0 0 0 0 0 0 0

1,206 8,038 679 9,077 452 10,198 8,080 531

786 15,310 1,207 47,906 153 3,921 4,380 476

386 696 145 1,478 405 2,757 1,323 161

3 0 12 54 19 430 217 41

22 1,540 111 899 117 2,057 5,632 177

58 5,227 25 1,542 189 855 1,028 190

221 1,928 101 2,830 56 730 888 62

58 1,379 337 489 147 1,079 613 40

0 46 34 105 18 424 717 37

209 4 17 10 40 194 1,257 38

0 0 2 0 1 6 429 14

19 5 2 0 11 9 18 3

118 52 19 1,141 22 88 1,040 256

0 0 15 0 0 37 130 23

2 0 0 0 0 9 17 9

22 0 1 1 0 13 463 145

0 0 0 0 0 1 33 4

90 48 1 1,140 11 13 22 11

0 0 0 0 0 0 21 18

4 4 2 0 12 16 353 47

1,876 7,542 194 4,805 534 1,936 8,257 660

1 0 7 1 0 3 14 6

171 15 0 0 14 59 58 22

47 0 4 0 7 3 51 35

868 176 22 5 59 434 1 057 60　ｲｷﾞﾘｽ

　ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ

　ｵﾗﾝﾀﾞ

 　ﾍﾞﾙｷﾞｰ

　ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ

　ﾌﾗﾝｽ

　ﾄﾞｲﾂ

　ｽｲｽ

　ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ

  ｽﾍﾟｲﾝ

　ｲﾀﾘｱ

　ﾏﾙﾀ

　ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ

ポーランド

  ﾛｼｱ

  ｵｰｽﾄﾘｱ

  ﾊﾝｶﾞﾘｰ

  ｷﾞﾘｼｬ

　ｷﾌﾟﾛｽ

  ﾄﾙｺ

　ｴｽﾄﾘｱ

　ﾗﾄﾋﾞｱ

　ﾘﾄｱﾘｱ

　ｽﾛﾍﾞﾆｱ

  ﾁｪｺ

　ｽﾛﾊﾞｷｱ

　その他

北米

　ｶﾅﾀﾞ

　ｱﾒﾘｶ

　その他

中南米

　ﾒｷｼｺ

　ﾌﾞﾗｼﾞﾙ

　その他

アフリカ

　ｴｼﾞﾌﾟﾄ

　南ｱﾌﾘｶ

　その他

オセアニア

　ｵｰｽﾄﾗﾘｱ

その他

868 176 22 5 59 434 1,057 60

9 54 0 1,289 1 6 6 0

252 40 7 4 96 64 2,227 61

19 15 1 0 5 14 267 106

0 0 0 0 0 0 0 0

89 1,188 31 45 55 95 484 19

116 4,104 19 1,363 206 438 855 168

3 29 3 1 3 49 97 8

3 557 1 1,493 3 2 84 3

1 18 55 0 3 113 791 23

99 639 5 602 33 84 604 86

1 0 0 0 0 0 1 1

151 5 0 1 7 21 14 6

1 0 4 1 2 3 871 2

22 0 0 0 7 48 34 8

0 668 1 0 3 193 19 9

17 0 23 1 5 134 204 2

3 0 0 0 1 0 22 3

0 0 0 0 0 0 1 0

0 0 8 0 3 4 161 13

0 0 0 0 0 0 4 4

0 0 0 0 0 1 0 0

0 0 0 0 0 1 0 0

0 0 1 0 0 0 7 1

0 3 0 0 0 82 266 4

1 11 0 0 5 80 3 2

3 19 1 0 16 4 54 9

2,559 9,919 333 12,158 657 2,970 14,197 523

50 21 28 0 15 200 547 23

2,508 9,898 305 12,158 638 2,770 13,650 500

1 0 0 0 5 0 0 0

48 34 16 209 56 245 1,437 183

7 32 7 50 26 166 287 119

6 0 5 0 9 63 669 25

35 1 4 158 21 16 481 39

10 4 7 0 22 10 1,167 57

0 3 1 0 3 1 34 8

2 0 1 0 5 3 1,039 7

7 0 5 0 13 6 93 42

23 9 83 0 15 34 401 39

23 9 83 0 15 32 200 22

0 0 0 0 0 2 201 17　その他

ＴＯＴＡＬ

（ＥＵ）

0 0 0 0 0 2 201 17

8,688 97,334 3,565 113,622 3,684 30,953 57,411 4,024

1,848 7,494 176 4,804 505 1,828 7,897 616



輸出

品目名

修正

地域別国別

アジア

　韓国

　北朝鮮

　中国

　台湾

　香港

　ﾍﾞﾄﾅﾑ

　ﾀｲ

　ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

　ﾏﾚｰｼｱ

　ﾌｨﾘﾋﾟﾝ

　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ

　ｲﾝﾄﾞ

　ﾊﾟｷｽﾀﾝ

　その他

中東

　ｲﾗﾝ

　ｲﾗｸ

　ｻｳｼﾞ

　ｸｳｪｰﾄ

  ｲｽﾗｴﾙ

  ｼﾘｱ

　その他

ヨーロッパ

  ﾉｰﾙｳｪｲ

  ｽｳｪｰﾃﾞﾝ

  ﾃﾝﾏｰｸ

ｲｷﾞﾘｽ

財務省貿易統計   ＨＳ分類   ２００６年１月～１２月の国別輸出先実

放射線測定器

9026.10-110 9026.20-110 9026.80-100 9032.89-112 9030.10-000

液体の流量液 圧力の測定用 液体気体の変 温度液面流量の電離放射線の

位の測定検査 又は検査用機器量測定検査用 自動調整機器 測定用検出用

用機器電子式 電子式 その他 電子式 の機器

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

2,793 3,786 1,940 20,087 149

868 817 240 3,867 20

0 0 0 0 0

749 1,571 877 4,352 46

378 553 172 2,802 24

61 44 41 1,017 25

40 40 15 82 8

424 366 289 4,375 7

131 104 43 560 0

26 44 49 706 14

31 53 57 433 0

54 70 80 476 3

25 118 59 1,018 1

1 3 18 394 0

5 3 1 6 0

162 272 52 298 0

27 25 6 49 0

1 4 0 3 0

37 141 23 117 0

7 12 1 9 0

1 3 0 8 0

0 0 3 0 0

89 86 19 112 0

485 1,115 283 5,714 77

1 0 1 5 0

2 10 2 23 0

0 1 0 15 0

42 17 45 892 7　ｲｷﾞﾘｽ

　ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ

　ｵﾗﾝﾀﾞ

 　ﾍﾞﾙｷﾞｰ

　ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ

　ﾌﾗﾝｽ

　ﾄﾞｲﾂ

　ｽｲｽ

　ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ

  ｽﾍﾟｲﾝ

　ｲﾀﾘｱ

　ﾏﾙﾀ

　ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ

ポーランド

  ﾛｼｱ

  ｵｰｽﾄﾘｱ

  ﾊﾝｶﾞﾘｰ

  ｷﾞﾘｼｬ

　ｷﾌﾟﾛｽ

  ﾄﾙｺ

　ｴｽﾄﾘｱ

　ﾗﾄﾋﾞｱ

　ﾘﾄｱﾘｱ

　ｽﾛﾍﾞﾆｱ

  ﾁｪｺ

　ｽﾛﾊﾞｷｱ

　その他

北米

　ｶﾅﾀﾞ

　ｱﾒﾘｶ

　その他

中南米

　ﾒｷｼｺ

　ﾌﾞﾗｼﾞﾙ

　その他

アフリカ

　ｴｼﾞﾌﾟﾄ

　南ｱﾌﾘｶ

　その他

オセアニア

　ｵｰｽﾄﾗﾘｱ

その他

42 17 45 892 7

1 0 0 5 0

46 904 28 1,188 1

1 1 67 92 0

0 0 0 0 0

37 9 1 419 14

90 45 35 517 37

46 1 3 40 0

0 0 0 81 0

0 11 13 744 0

4 3 5 507 0

0 0 0 0 0

5 2 0 1 0

5 2 2 860 0

1 16 0 10 17

1 2 1 6 0

8 1 30 162 0

1 3 0 14 0

0 0 0 0 0

33 28 0 87 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 6 0

151 57 49 5 0

1 0 0 0 0

9 1 2 32 1

1,224 892 715 10,843 54

11 17 2 495 0

1,214 875 714 10,348 54

0 0 0 0 0

91 180 27 956 0

51 28 16 72 0

14 50 6 575 0

26 101 5 309 0

206 140 8 756 0

15 0 2 9 0

164 135 4 730 0

27 5 2 17 0

215 27 5 116 0

44 26 5 103 0

171 0 0 13 0　その他

ＴＯＴＡＬ

（ＥＵ）

171 0 0 13 0

5,176 6,411 3,030 38,770 280

396 1,070 277 5,539 58


	P01目次.pdf
	P02.pdf
	P03.pdf
	P04-08.pdf
	P09-10.pdf
	P11-12.pdf
	P13-20.pdf
	P21-23.pdf
	P24-25.pdf
	P26.pdf
	P27.pdf
	P28.pdf
	P29.pdf
	名称未設定
	
	Sheet1

	s2006reki_r1.pdf
	ys国別2006(2007)

	
	Sheet1




